
稚内市宗谷本線利用促進助成金（稚内－旭川間）交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、ＪＲ北海道宗谷本線（以下「ＪＲ宗谷本線」という。）の利用機会

の創出及び将来的な利用者の増加を図るとともに、路線維持への意識の向上を目的

として、稚内市宗谷本線利用促進助成金（稚内－旭川間）（以下「助成金」という。）

を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （助成対象者） 

第２ 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、次に

掲げる要件を全て満たす者とする。 

 (１) 次のいずれかに該当する者 

ア 満 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者（以下「未成年

者」という。）（市外に居住している者にあっては二親等内の親族が市内に居住

している者に限る。） 

  イ 未成年者の旅行に同行する者 

 (２) 市税を滞納していない者 

 (３) 稚内市暴力団の排除の推進に関する条例第２条に規定する暴力団、暴力団員

及び暴力団関係事業者に該当しない者 

（助成対象事業） 

第３ 助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次に掲げる

要件を全て満たす旅行とする。 

 (１) 助成対象者が鉄道を利用しＪＲ宗谷本線区間内に所在する駅を往復すること。 

 (２) 旅行者に未成年者が１人以上含まれること。 

 (３) 出発又は到着する駅が市内に所在する駅であること。 

 (４) 出発の日が令和８年７月１日から令和８年８月 31 日まで又は令和８年 12 月

１日から令和９年１月 31日までの間であること。 

 (５) 出発から到着までに要する日数が６日間以内であること。 

 (６) 通学、通勤又は公務のための出張を目的とする鉄道利用ではないこと。 

 (７) 他の地方公共団体が実施する鉄道利用促進事業その他これに類する事業の助

成金の交付を受けていないこと。 

（助成対象経費） 



第４ 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象

事業に要する経費のうち、次のいずれかに該当する費用とする。 

 (１) 普通乗車券（片道乗車券若しくは往復乗車券）、団体乗車券、在来線特急券又

はおトクなきっぷ（特急トクだ値）（以下これらを「乗車券」という。）の購入費

用 

(２) ＪＲ宗谷本線の利用が含まれた旅行商品の購入費用のうち前号に相当する費

用 

 （助成金の交付額等） 

第５ 助成金の交付額は、助成対象経費に次の各号に掲げる乗車券の区分に応じ当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。ただし、１人につき 5,000 円を上限とす

る。 

 (１) おとな乗車券 ２分の１ 

(２) こども乗車券 １分の１（全額） 

 （助成金の交付申請等に関する事務の委任） 

第６ 助成金の交付を受けようとする者は、助成対象者である未成年者の保護者に対

し、次に掲げる事務を委任するものとする。 

 (１) 助成金の交付申請 

 (２) 助成金の交付申請の取り下げ 

 (３) 助成金の実績報告 

 (４) 助成金の請求及び受領 

 (５) その他助成金の交付にあたり必要な事務 

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象者である未成年者の保護者が旅行に同行しな

いときは、当該保護者の同意を得て、同行者のうち未成年者以外のものいずれか１

人に対し、前項各号に掲げる事務を委任するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、旅行者が未成年者のみであるときは、助成金の交付

申請は未成年者ごとに行わなければならない。 

 （交付の申請） 

第７ 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別記第１号様

式の助成金交付申請書に対象者名簿及び全ての助成対象者の本人確認書類の写しを

添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、助成対象事業開始日の２日前（土曜、日曜、祝日及び 12 月 31 日か



ら翌年１月５日までの日数は、算入しない。）までに助成金の交付の申請をしなけれ

ばならない。 

 （交付の決定） 

第８ 市長は、第７の規定により助成金交付申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、助成金の交付の可否を決定し、別記第２号様式の交付決定（却下）通知

書により通知する。 

（交付の条件） 

第９ 市長は、第８の規定による交付の決定に当たっては、次の各号に掲げる条件そ

の他必要な条件を付するものとする。 

(１) 助成決定を受けた者（以下「助成決定者」という。）は、申請した日から起算

して５年の間、助成金の申請に係る対象者名簿を保管しなければならない。 

(２) 鉄道を利用しなかった助成決定者は、助成金の全部又は一部を返還しなけれ

ばならない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限り

でない。 

（実績報告の提出） 

第 10 助成決定者は、助成対象事業の完了する日から起算して 10日を経過した日まで

に、別記第３号様式の実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(１) 助成対象経費に係る領収書又は乗車券の写し 

(２) 本市に居住していない助成対象者にあっては、二親等内の親族であって本市

に居住している者の本人確認書類の写し 

（助成金の額の確定） 

第 11 市長は、第 10の規定により実績報告書の提出があったときは、その内容を審査

し、交付すべき助成金の額を確定し、別記第４号様式の確定通知書により助成決定

者に通知する。 

（助成金の交付の請求） 

第 12 助成金は、第 11の規定により額の確定通知を受けた助成決定者の請求により交

付するものとする。 

２ 前項の請求をしようとする助成決定者は、別記第５号様式の助成金交付請求書に

第11の確定通知書の写し及び通帳その他の振込先口座を確認できる書類の写しを添

えて、市長に提出しなければならない。 



（交付決定の取消し） 

第 13 市長は、助成決定者が偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けた

とき、又は助成金の交付の条件に違反したときは、助成金の交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により取消しを決定したときは、別記第６号様式の助成決定

取消通知書により助成決定者に通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第 14 市長は、第 13の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既に

助成金が交付されているときは、期限を定めてその全部又は一部の返還を命ずるも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の返還を命ずるときは、別記第７号様式の返還

命令通知書により行うものとする。 

（電磁的記録による作成） 

第 15 第７の助成金交付申請書、第 10の実績報告書及び第 12の助成金交付請求書（以

下「申請書等」）は、当該申請書等に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）

の作成をもって、当該申請書等の作成に代えることができる。この場合において、

当該電磁的記録は、当該申請書等とみなす。 

 （電磁的方法による提出） 

第 16 この要綱の規定による申請書等の提出については、当該申請書等が電磁的記録

で作成されている場合には、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるものをいう。以下同じ。）をも

って行うことができる。 

 (１) 申請者の使用に係る電子計算機と市長の使用に係る電子計算機とを接続する

電気通信回線を通じて送信し、市長の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録する方法 

(２) 申請者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された記載事項

を電気通信回線を通じて市長の閲覧に供し、市長の使用に係る電子計算機に備え

られた当該市長のファイルに当該記載事項を記録する方法 

２ 前項の規定により申請書等の提出が電磁的方法によって行われたときは、市長の



使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に市長に到達した

ものとみなす。 

（雑則） 

第 17 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和８年５月１日から施行する。 

 

 別記第１号様式（第７関係） 〔別添〕 

 別記第２号様式（第８関係） 〔別添〕 

 別記第３号様式（第 10関係） 〔別添〕 

 別記第４号様式（第 11関係） 〔別添〕 

 別記第５号様式（第 12関係） 〔別添〕 

別記第６号様式（第 13関係） 〔別添〕 

別記第７号様式（第 14関係） 〔別添〕 

 


